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上記以外の予算事業 ※　当該年度で廃止した事業、繰出事業などはこちらに記入。

管理事業 特別支援教育事業 所管部局 学校教育部

1
所管
室課

学校教育室 事業名 特別支援教育事業

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 令和３年度

施策コード 421 施策 学校教育の充実

253,682
※課題があるものは■

一般財源の比率（％） 96.4 96.3 □
市民ニーズ、
社会的役割

事業概要

障がい児介助員配置、支援学級支援、市立小中学校医療的ケア体制整備推進

活動実績 年度 R2 R3
評価の視点

(１)障がい児介助員配置事業
　障がいのある児童・生徒の生活介助や安全確保を図るため、障がい児介助員及び障がい児補
助員を小・中学校に配置した。
障がい児介助員配置人数　令和元年度…45人　令和２年度…42人　令和３年度…39人
障がい児補助員配置人数　令和元年度…44人　令和２年度…49人　令和３年度…62人

(２)支援学級支援事業
　肢体不自由児訓練の実施、階段昇降機の配置、支援教室の改修等を通じて、支援学級在籍児
童・生徒の支援を図った。また、肢体不自由児センター校に校区外から通学する児童のため、
車椅子対応のリフト付きワゴン車を運行した。
肢体不自由児訓練実施回数　令和元年度…36回　令和２年度…28回　令和３年度…33回

(３)市立小中学校医療的ケア体制整備推進事業
　 医療的ケアを必要とする児童・生徒が在籍する学校に、看護師を配置し、安全な学校生活と
教育活動の保障を行った。
令和元年度・・・18人配置　令和２年度・・・18人配置　令和３年度・・・23人配置

決算額　(千円) 240,794

事業概要

特別支援教育推進

活動実績 年度 R2 R3
評価の視点

特別支援教育推進事業
学習症児、注意欠如・多動症児等の特別な教育的支援を必要とする園児・児童・生徒及びその
保護者に対する支援を行った。
・特別支援教育推進事業に関わる延べ学校訪問回数
令和元年度…234回、令和２年度…187回、令和３年度…140回

決算額　(千円) 4,350

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

・障がい児補助員や医療的ケア看護師の人材確保と
労務管理に係る事務量増大への対処が課題である。
医療的ケア看護師については令和３年度から時給を
近隣市町村並みに増額し、様々な媒体で募集を行う
等、対応を進めている。
・各学校からの教室等改修要望に対して、支援を要
する児童・生徒の状況などを正確に把握し、限られ
た予算・時間の中で優先度の高い改修を実施してい
けるよう、関係室課や学校との連携体制を構築して
いく必要がある。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

今後も学校のニーズ
把握、介助員等の人
材確保に努めてい
く。

2
所管
室課

教育センター 事業名 特別支援教育推進事業

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

発達に課題があると思われる子供の割合が年々増し
ており、学校・園への支援として巡回相談のニーズ
が高まっていることから、今後とも効果的な巡回相
談を継続して行う必要がある。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

今後も引き続き、学
校教育向上のために
事業を継続してい
く。

所管
室課

事業名

4,654
※課題があるものは■

一般財源の比率（％） 99.8 100.0 □
市民ニーズ、
社会的役割

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

今後の実施計画
の方向性・内容

所管室課 事業名 所管室課 事業名

※課題があるものは■

一般財源の比率（％） □
市民ニーズ、
社会的役割

事業概要

活動実績 年度 R2 R3
評価の視点

決算額　(千円)
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